
情報開示（地方債ＩＲへの活用）

【事例】地方債ＩＲ資料としての活用（東京都等）

○ 地方債計画において、民間等資金の円滑な調達を図るため、市場公募地方債等の発行が推進されている。

○ 財政状況を投資家等の市場関係者に正確に理解してもらうことで、市場公募地方債の安定した消化につなげる。

背景・目的

○ 投資家等の市場関係者に馴染みがあって理解されやすい連結財務書類等を地方債ＩＲ説明会の資料として活用

○ 平成26年度の第13回市場公募地方債発行団体合同ＩＲ説明会では、半数程度の団体が貸借対照表等の財務書類を資
料として活用

事例概要

○ 既存の予算・決算情報、健全化判断比率等に加えて、投資家等の市場関係者が理解しやすい連結財務書類等を地方債
ＩＲ資料として活用することで、財政状況の透明性をより一層高めることができている。

効果等

平成26年度 東京都IR資料より全国型市場公募地方債の発行額は増加傾向にある。
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